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情報通信審議会 情報通信政策部会 

総合政策委員会（第７回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

   令和４年３月３１日(木) １６：００～１８：０１ 

   於、ウェブ開催 

 

第２ 出席した構成員（敬称略） 

森川 博之（主査）、三友 仁志、江﨑 浩、桑津 浩太郎、 

根本 直子、増田 悦子、山中 しのぶ、 

岩浪 剛太、大谷 和子、鈴木 一人、手塚 悟、森 亮二 

 

第３ 出席した関係職員 

 （１）総務省 

   （国際戦略局） 

    大森 一顕（国際戦略課長） 

    新田 隆夫（技術政策課長） 

   （情報流通行政局） 

    飯倉 主税（放送政策課長） 

    高田 義久（郵政行政部企画課長） 

   （総合通信基盤局） 

    林  弘郷（総務課長） 

    木村 公彦（電気通信事業部事業政策課長） 

    荻原 直彦（電波部電波政策課長） 

   （サイバーセキュリティ統括官室） 

    梅村 研（参事官（総括担当）） 

   （情報通信政策研究所） 

    高地 圭輔（所長） 

 

 （２）事務局 
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    竹村 晃一（官房総括審議官） 

    辺見 聡（官房審議官） 

    大村 真一（情報通信政策課長） 

    西潟 暢央（情報通信政策課企画官） 

 

第４ 議題 

（１）「2030年頃を見据えた情報通信政策の在り方」について【令和３年９月30日付け 諮

問第26号】 

（２）その他 

 

開会 

 

○植田主査 本日もお忙しい中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。委員

会開催に先立ちまして、事務局からご案内をさせていただきます。 

  本日はオンライン会議となりますので、進行を円滑に行うため、ご発言を希望される

方は、チャット機能により、その旨お知らせください。主査からご指名がございました

ら、マイクとカメラをオンにしていただき、お話しください。その際、参加されている

皆様が発言者を把握できるようにするため、ご発言いただく際には、冒頭にお名前をお

っしゃっていただきますようお願いいたします。 

  説明者の皆様におかれましても、ご発表や質疑対応の際には、マイクとカメラをオン

にしていただきますようお願いいたします。 

  また、ハウリングなどの防止のため、発言時以外はマイクとカメラをオフにしていた

だきますよう、あわせてお願い申し上げます。 

  なお、音声がつながらなくなった場合には、チャット機能でお知らせいただければと

思います。 

  それでは、以降の議事進行につきましては、森川主査からよろしくお願いいたします。 

○森川主査 皆様方、お忙しいところを本日もお集まりいただきましてありがとうござい

ます。これから総合政策委員会の第７回を開催いたします。 

  本日は１２名ご参加いただいております。 
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議事 

 

（１）「2030年頃を見据えた情報通信政策の在り方」について 

 

○森川主査 それでは、議題のほうに移りたいと思います。 

  初めに、資料につきましては、委員の皆様方におかれましては、事務局から送付いた

だいたメールの添付資料をご確認ください。また、傍聴いただいている皆様は、事務局

からのメールに記された総務省ホームページのＵＲＬからご覧いただければと思いま

す。資料の件、よろしいでしょうか。 

  本日の議題も、令和３年９月３０日付け諮問第２６号「２０３０年頃を見据えた情報

通信政策の在り方について」となります。 

  本日は、総務省の関係課の皆様方にお集まりいただいております。非常にユニークな

機会でございまして、丸ごと総務省なんです。それぞれの担当課からご説明をいただき

ます。 

  それとあわせて、事務局のほうから、２月２５日と３月１１日に開催いたしました本

委員会の概要に関してご説明いただき、報告書（案）の骨子をご紹介いただきます。そ

の後に、先生方からいろいろなコメント等いただければと思っております。よろしくお

願いいたします。 

  それでは、総務省のそれぞれの担当課からの説明に入りたいと思います。 

  初めに、技術政策課の新田課長、ご説明をお願いいたします。 

○新田課長 総務省技術政策課長の新田です。資料７－１に基づきまして、現在、総合政

策委員会と並行して開催中の技術戦略委員会で、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇ研究開発戦略につい

て検討していますので、その状況をご説明いたします。 

  １ページは、技術戦略委員会報告書の全体構成でございます。第１章では、国際動向

や政府戦略など、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇを取り巻く環境、第２章では、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇが

実現を目指す社会ビジョンやユースケース、第３章では、第２章のビジョンやユースケ

ースを実現するために、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇに求められる要求条件、第４章では、Ｂｅｙ

ｏｎｄ５Ｇのネットワーク全体像、第５章では、その全体像を構成する個々の研究開発

要素、第６章では、その研究開発は、いつ始めて、およそいつ終えて、いつからその成

果が社会実装されるのかということを示した研究開発ロードマップをお示ししていま
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す。 

  まず、第１章として、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇを取り巻く国内外の動向についてご紹介いた

します。 

  ４ページは、２０２０年６月に総務省でＢｅｙｏｎｄ５Ｇ推進戦略を策定しておりま

して、その概要を示しております。重要な点は、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇが単に４Ｇ、５Ｇの

モバイルシステムの延長にあるのではなくて、有線、無線、光、衛星などを包含する通

信システムで、２０３０年代のあらゆる産業・社会活動の基盤となるような基本インフ

ラであるという点でございます。技術戦略委員会では、このＢｅｙｏｎｄ５Ｇが社会の

基本インフラになるためには、どのような機能が必要で、どんな研究開発が必要なのか

という観点で検討しております。 

  ５ページは、国際的な政府研究開発投資の状況ということで、各国で政府投資の熾烈

な競争が繰り広げられているという状況でございます。 

  ６ページは、５Ｇ市場の国際競争力の状況でございます。５Ｇ基地局のシェアや標準

必須特許につきましても、中国、ヨーロッパ、韓国に押さえられている状況でございま

す。こういった重要技術を他国に押さえられるということは、経済安全保障上好ましく

なく、国際競争力の観点でも問題となりますので、いかにこの状況を巻き返すのかとい

うことが、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇにとっては重要な課題となります。 

  ７ページは、通信ネットワークの電力消費量の関係でございます。今のまま通信ネッ

トワークを使い続けると、２０５０年には、ネットワークの消費電力だけで、今の日本

全体の消費電力をはるかに上回ることが想定されていますので、社会全体が持続可能な

発展を続ける上で、ネットワークの低消費電力化というのは避けて通れない課題となっ

ております。 

  ８ページは、政府全体の政策動向とＢｅｙｏｎｄ５Ｇとの関連でございます。新しい

資本主義、デジタル田園都市、経済安全保障など、重要な国家戦略において、Ｂｅｙｏ

ｎｄ５Ｇが経済成長の重要な要素であって、研究開発の推進が必要だという提言がされ

ています。 

  １０ページは、第６期科学技術・イノベーション基本計画においても、Ｂｅｙｏｎｄ

５Ｇ、宇宙、量子、半導体技術などの開発を進めて、サイバーとフィジカルの融合をし

っかり進めるべきだという方向性が示されています。 

  次に、第２章として、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇが実現する社会像についてご説明します。 
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  １３ページは、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇが目指す社会像というのは、先ほど申した２０２０

年６月のＢｅｙｏｎｄ５Ｇ推進戦略の中で、包摂性、持続可能性、高信頼性という３点

で提言されています。技術戦略委員会のほうでは、この３つの社会像について、現在、

政府戦略の中で解決に向けて取り組んでいる課題などにブレイクダウンした上で、そこ

にＢｅｙｏｎｄ５Ｇがどう貢献するのかという形で整理しております。包摂性につきま

しては、デジタル田園都市国家構想の貢献など、持続可能性については、グリーン・環

境エネルギーや国際競争力強化による経済成長などになります。高信頼性については、

経済安全保障やポストコロナ社会への対応、防災や減災などという観点でございます。 

  １４ページは、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇのユースケースでございます。金融、建設・不動産、

物流・運輸など、いろいろな業界でＢｅｙｏｎｄ５Ｇのユースケースが想定されていま

すが、重要なポイントを真ん中の箱にお示ししております。Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇは、超高

速・大容量や、超低遅延、超多数接続といった高度化がもちろん重要ですが、それ以前

に、あらゆる産業・社会活動の基盤という意味では、遠隔地や海空を含めてどこでも使

えることや、自動運転、配送部門、遠隔医療、工場ロボットなど、ミッションクリティ

カルなサービスでも安定してセキュアに使えるという利用シーンに、非常に期待が高ま

っているという状況でございます。 

  第３章では、第２章でご説明した社会ビジョンやユースケースを実現するためのＢｅ

ｙｏｎｄ５Ｇの要求条件をお示ししています。 

  ２２ページの上段の表で、高速・大容量や低遅延といった「性能面の要求条件」も重

要ですが、あらゆる産業・社会基盤としてのＢｅｙｏｎｄ５Ｇという意味では、下の表

の「社会的な要求条件」の、例えば低消費電力であることや、陸海空含めてどこでも使

えること、ゼロタッチで自律的にネットワークリソースを最適に制御しながら、必要な

ユーザーにセキュアで安定的なサービスを提供できることがより重要だとされていま

す。 

  次に、第４章、ネットワーク全体像をご説明いたします。 

  ２４ページは、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇネットワーク全体のアーキテクチャでございます。

下から２段目のネットワークインフラ層で、オール光ネットワークや光電融合技術の実

用化が進むにつれて、ネットワークの超低消費電力化が進みます。さらにネットワーク

を構成する汎用のハードウエアが光電融合技術で強化されて、クラウドネイティブな制

御ソフトウエアとの分離が進展することが想定されております。 
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  これによりまして、その上の緑の層にお示ししておりますような移動網、固定網、衛

星・ＨＡＰＳネットワークも含めて、コアネットワークのオープン化、分散化、共有化

が進み、それらが左側のグレーの箱の「マルチネットワークオーケストレータ」で自動

的に制御されることになります。 

  その結果、例えば右側の「光ダイレクト対応多地点接続」や「エクストリームＮａａ

Ｓ」といった高品質で安定的な通信が実現できることになります。それによって、一番

上の青いサービス層、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇネットワーク上で様々な分野のデジタルツイン

を組み合わせた革新的なサービスが提供できるということが想定されております。 

  ２５ページは、ネットワークの基本構成要素をお示ししております。光電融合技術の

進展に伴いまして、左側のＲＡＮと呼ばれる無線アクセスネットワーク、右側のコアネ

ットワーク、これらが全てハード・ソフトの分離とクラウドネイティブ化が進展するこ

とで、無線ネットワーク制御のインテリジェント化や、ＲＡＮからコアネットワークま

で含めたネットワークリソース全体のネットワークオーケストレータによる自動制御

が可能となります。 

  こういったハード・ソフトの分離とネットワークの仮想化技術が進展することで、例

えば自動運転のような低遅延なサービスが求められる場合でも、ＭＥＣサーバとのやり

とりで安定した低遅延サービスが提供できます。 

  ２６ページですが、デジタル田園都市に貢献するという意味では、非地上系のネット

ワークや衛星、ＨＡＰＳなどが重要な構成要素となります。 

  ２７ページは、量子の関係です。２０４０年、６Ｇ、７Ｇとともに、量子鍵情報や、

量子ビットが流通するようなセキュアな量子インターネットの世界も将来的には見据

えることができます。 

  第５章では、これらのネットワーク全体像を実現するための個別の研究開発課題をご

説明いたします。 

  ２９ページは、オール光ネットワークやオープンネットワーク技術など、１０課題挙

げていますが、これに全部取り組むのは、財政的、人的リソースの制約でなかなか難し

いことから、戦略的に絞り込む必要があると考えています。 

  ３０ページは、その基本的な考え方です。日本に強みがあるのか、技術的難易度がど

うか、他国に依存するとリスクを生じるため、我が国として自律的にやっておく必要が

あるか、国家戦略に貢献できるかといった観点で絞り込みを検討しているところでござ
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います。 

  ３１ページにお示ししておりますとおり、上段は、できるだけ速やかに研究開発に着

手すべきもので、真ん中は、政府と一体で大型に推進していくような研究課題、下段の

青い部分は、今後の着実な継続、必要に応じた拡充を検討する課題ということで、それ

ぞれの方向性をお示ししているところでございます。 

  ３３～３７ページは、それぞれの１０課題の概要と、それぞれの研究開発課題、どの

レベルまで実装、研究開発で実現すべきか等や主な要素技術などについてお示ししてお

ります。 

  第６章では、研究開発ロードマップについてご説明いたします。 

  ４０ページは、それぞれの要素技術について、研究開発にいつ着手して、いつごろま

でに研究成果を生み出して、いつごろの社会実装を目指すのかという目標をロードマッ

プとして明確化しております。２０２５年の万博を、研究成果を発信するショーケース

と捉え、さらにそこを起点として、本戦略に基づいて研究開発に取り組みます。そして、

その研究開発については、成果が得られた段階で順次社会実装していくということを、

ロードマップ上で明確にしております。 

  ４１～４２ページでは、このロードマップを加速するための取組として、人材育成、

関係府省との連携、研究開発取組フェーズの拡充、大阪・関西万博での情報発信、国際

連携という５つの点を挙げております。 

  ４３ページ以降に、技術戦略委員会の体制についてお示ししておりますので、ご参照

いただけると幸いです。 

  技術政策課からは以上でございます。 

○森川主査 それでは、事業政策課の木村課長、お願いいたします。 

○木村課長 事業政策課長、木村でございます。 

  それでは、事業政策課のほうから、電気通信事業分野の取組状況、特に電気通信事業

法の一部改正法案の内容を中心にご説明をさせていただきます。 

  １ページは、電気通信事業法の一部を改正する法律案の全体概要でございます。この

法案は今年の３月４日に国会に提出されているところでございます。 

  本法案は、電気通信事業を取り巻く環境変化を踏まえまして、電気通信サービスの円

滑な提供や利用者の利益の保護を図るための措置として、大きく３つの柱で構成されて

おります。 
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  具体的には①「情報通信インフラの提供確保」とあります。これは一言で申し上げま

すと、ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度の整備となっており

ます。②「安心・安全で信頼できる通信サービス・ネットワークの確保」は、利用者に

関する情報の適正な取扱いに係る制度の整備を行うものとなっております。③「電気通

信市場を巡る動向に応じた公正な競争環境の整備」は、卸協議の適正性の確保等に係る

制度の整備を行うものとなっております。 

  ２ページ以降で、それぞれの柱ごとに制度整備の内容を簡潔にご説明させていただき

ます。 

  まず、１つ目の柱である「ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制

度の整備」についてでございます。 

  Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０時代に向け、また、昨今のコロナ禍での新たな日常におきまして、

テレワーク、遠隔教育等のサービスの利用が欠かせなくなっています。こういった状況

を踏まえまして、上の枠に記載がありますが、そうした利用に不可欠な有線ブロードバ

ンドサービスを電気通信事業法上の基礎的電気通信役務に位置づけまして、不採算地域

における有線ブロードバンドサービスの維持費用を支援するための交付金制度を創設

するものとなっております。 

  右下の青い下地のところに絵がございますとおり、有線・無線含めて、全国のブロー

ドバンドサービス事業者が負担する負担金を原資とする交付金制度となっております。

現時点での試算としまして、１契約当たり月額約８円の負担金額となっております。た

だ、この試算は、今後インフラ基盤整備が一層進んで、人口減少もさらに進むという状

況を見込んで試算したものでございまして、制度の運用開始時点ではこの水準までには

至らないのではないかと考えているところでございます。 

  ３ページは、２つ目の柱「利用者に関する情報の適正な取扱いに係る制度整備」に関

するものです。 

  昨今の電気通信サービスにおける情報漏洩等のリスクの高まりを踏まえまして、大量

の情報を取得・管理等する電気通信事業者を中心としまして、諸外国における規制等と

の整合を図りつつ、利用者に関する情報の適正な取扱いを促進するための新たな規律を

整備するものになってございます。 

  まず、中ほどに赤い枠囲みがございます。利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通

信事業者、これは別途、法案が通りましたら、省令で規律することを予定しております
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が、例えば利用者数が１，０００万人以上といった大規模な事業者に対しまして、利用

者情報の取扱いに関する規程の策定や、取扱方針の公表、毎年度の自己評価と取扱規程・

取扱方針への反映、情報を取り扱う統括責任者の選任等を求めるものになっております。 

  次は、下の青い枠囲みでございます。これは例えば利用者の端末に残されたＷｅｂサ

イトの閲覧履歴等の情報などを外部送信させるような場合に、利用者に確認の機会を付

与することを義務づけるものになっております。こちらのほうは幅広く電気通信事業者

等に適用することを想定しているところでございます。 

  ４ページは、今ご説明させていただきました規律につきまして、縦軸は規律の種類、

横軸は規律の対象範囲です。そのような縦軸と横軸を置いて、規律の内容を一覧できる

ようにしたものを、参考としてつけさせていただきました。 

  先ほどは情報漏洩等のリスクに対する制度整備のご説明をさせていただきましたが、

５ページは、電気通信サービスの停止といったリスクへの対応になります。電気通信サ

ービスの安定的な提供の確保を目的としまして、事業者間連携によるサイバー攻撃対策

や事故報告の制度などについて、より実効性の高い規律を整備しようとするものです。

サイバー攻撃が発生する前に情報共有できる仕組みや重大事故のおそれがある事態な

ど、こういった段階で報告してもらうような制度を盛り込もうとしているものでござい

ます。 

  ６ページは、３つ目の柱「卸協議の適正性の確保に係る制度整備」に関する内容でご

ざいます。大規模な設備を保有するＮＴＴ東西や携帯大手３社のような事業者と、これ

らの設備を用いた卸サービスの提供を受けて事業展開を行うＭＶＮＯ等の事業者との

間の卸協議につきまして、引き続き相対契約を基本としつつも、協議の円滑化を図るこ

とで、適正な競争環境を整備するために、卸電気通信役務の提供義務や、料金算定方法

等の提示義務を新たに課すものでございます。こういった措置によりまして、卸料金の

低廉化や、その結果としてのユーザー料金の低廉化が期待されると考えております。 

  ７ページは公正な競争環境の整備のための別の措置を示しております。固定電話網の

ＩＰ網への移行といった環境変化を踏まえて、第一種指定電気通信設備の指定に関しま

して、その判断となります加入者回線の占有率を算定する範囲を、現行の都道府県単位

から、各事業者の業務区域、例えばＮＴＴ東西であれば、それぞれ東日本、西日本とい

う業務区域に変更しようとするものでございます。 

  これらが今回、国会に提出しております電気通信事業法の一部改正法案の概要となっ
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ております。 

  続いて、参考としまして、先ほどご説明しました１つ目と２つ目の柱に関する改正事

項を検討いただいた会議体についての資料を準備させていただきました。 

  まず、９ページは、ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度の整

備に関して、ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会において、令和２年４月から

検討を開始して、その後パブリックコメント等も経て、本年２月２日に最終取りまとめ

をいただいたものでございます。ご議論いただいた構成員の先生方は、資料にあるとお

りでございます。 

  １０ページは、利用者に関する情報の適正な取扱いに係る制度の整備に関する検討を

行った電気通信事業ガバナンス検討会において、令和３年５月から、電気通信事業者に

おけるサイバーセキュリティ対策や、データの取扱い等に係るガバナンス確保の在り方

について検討を開始いたしまして、ヒアリング、パブリックコメント等を経て、本年２

月１８日に報告書を取りまとめていただいたところでございます。ご議論いただいた構

成員の先生方は、四角囲みで書いてあるとおりでございます。 

  電気通信事業分野の取組状況についての説明は以上でございます。 

○森川主査 それでは、電波政策課の荻原課長、お願いいたします。 

○荻原課長 電波政策課長をしております荻原と申します。 

  私からは、電波関係の取組ということで、現在、国会に提出しております電波法及び

放送法の一部を改正する法律案のうち、主に電波に関連する部分について説明させてい

ただきます。あわせて、今、検討会を立ち上げて有識者の方々にご議論いただいており

ます新たな携帯電話用周波数の割当て方式について、その検討会の概要をご紹介させて

いただきたいと思います。 

  まず、電波法の関係ですが、主に３点ご説明させていただきたいと思っております。 

  まず１点目が「電波監理審議会の機能強化」というものです。真ん中に周波数再編の

ＰＤＣＡサイクルがございます。電波監理審議会の機能を強化し、電波の利用状況調査

や評価を行い、周波数再編アクションプランを策定します。またさらに必要に応じて「周

波数割当計画」という、どのシステムがどの周波数を使うかや、この周波数はいつまで

に空けなければいけないかといった将来の周波数の利用計画をまとめたものを作成し、

ＰＤＣＡサイクルを回しているということです。 

  今回の電波監理審議会の機能強化というのは、毎年、総務大臣が実施しております電
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波の利用状況調査・評価のうち、評価の部分を、電波監理審議会が主体的に実施するよ

うにするというものでございます。 

  具体的には、左下にございますが、電波の有効利用評価の方針を電波監理審議会で決

めていただいて、免許人の方々へのヒアリングも、電波監理審議会の判断で必要に応じ

て実施していただくことを考えております。 

  また、上の枠にも文章で書いてありますが、電波監理審議会は、有効利用評価に関し

まして、必要な勧告を総務大臣にすることができるようにします。その場合、総務大臣

は、勧告に基づいてどんな施策を講じたかを電波監理審議会に報告する義務を負うこと

とします。こういった電波監理審議会の機能強化を、今回、法改正の中に盛り込んでお

ります。 

  こういった評価をするに当たりましては、電波監理審議会の体制を強化することをあ

わせて考えております。審議会の下に、新たに部会を設置しまして、評価を専門にやっ

ていただく特別委員の方も新たに加わっていただくことを考えています。加えて、総務

省側も、評価をする部会を支えるための組織も増強いたします。行政の側と審議会と両

方強化することで対応していくことを想定したものでございます。これによって、右下

に書いてありますが、周波数の再編や再割当てを加速できるようにすることを我々の狙

いとしております。 

  ３ページが、２点目の法改正事項でございまして、今申し上げた電波監理審議会の機

能強化と密接に関係がございます。内容は携帯電話の周波数の再割当制度の創設という

ものでございます。現在、携帯電話事業者に、どの周波数タイプで、何ＭＨｚ幅が割り

当てられているかを示す表がありますが、最初に電波を割り当てますと、同じ事業者の

方が再免許を繰り返して、実態としてはずっと使い続けているという状態になってござ

います。今後、５Ｇ、Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇと導入されていくにつれて、携帯電話の電波と

いうのは、ニーズがますます大きくなっていきますので、電波の有効利用がより一層必

要だということになってまいります。 

  よって、周波数の再割当制度といたしまして、左側のフロー図のとおり、電波監理審

議会が行う有効利用評価で、その評価の結果、割り当てられた周波数が十分に有効利用

されていないとき、決められた基準を満たしていない場合は、周波数の再割当てプロセ

スに入るというのが①です。 

  ②が、既に割り当てられている事業者よりも自分のほうがもっと有効利用できるとい
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う事業者が手を挙げた場合は、有効利用の度合いを電波監理審議会で検証していただき

まして、その結果を踏まえて、必要であれば周波数の再割当てプロセスに入っていくと

いうものです。 

  ③は、周波数の再編とあります。例えば第五世代から第六世代に世代がかわるような

場合に、今の周波数の割当ての枠自体を見直すような再編が必要になった場合について、

これも再割当てができるようにということで、今回、制度を電波法改正の中に盛り込ん

でいるところでございます。 

  あわせて、下のほうに２点あります。 

  今、携帯電話事業者には、電波の割当ての際に、基地局の整備計画を提出していただ

いております。その整備計画を仮に満足できないと、電波の返上につながっていくとい

うようなことで、重要な計画なのですが、逆に、計画さえ満たしておけばいいというこ

とではなくて、計画に記載されてない場所においても基地局の開設に努めていただきま

す。努力義務ではありますが、これを今回あわせて盛り込んでおります。 

  また、右下です。こういった再割当制度を導入することとあわせまして、特定の携帯

電話事業者に周波数が集中するといったことが起きてはいけません。様々な方に公平に

使っていただくというのが基本ですので、割当ての際に、割当て可能な周波数の幅の上

限をあらかじめ示すことも、あわせて法改正の中に盛り込んでいるところです。 

  ３点目は、４ページの「電波利用料制度の見直し」です。これは少なくとも３年に一

度見直すように電波法に書かれておりまして、ちょうどその３年目に当たっているとい

うことで、今回、法改正項目に入っております。 

  大枠は変わりませんが、左側に記述されているのは電波利用料の使い道です。電波利

用料の使い道は、全て電波法の中に限定列挙されています。具体的には「主な使途」に

例として一部挙げております。例えば電波監視やデータベースの構築・運用、携帯電話

のエリア整備事業などにも電波利用料が使われておりますが、こういった使い道は全部

電波法に細かく書かれております。今回、研究開発のための補助金の交付にも使えるよ

うに、使途の追加をしております。具体的には、今、一般財源で実施をしているＢｅｙ

ｏｎｄ５Ｇの研究開発に電波利用料も活用できるようにという趣旨を盛り込んでおり

ます。 

  もう一つ、改正項目としては、右下の「料額の改定」がありますが、今回、計算の考

え方はこれまでと特に変更はしておりません。ただ、３年の間に無線局の増減が多少あ
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りますので、それを反映しますと、料額が少し変わってくるということです。この料額

も一つ一つ、全部電波法に書かれているので、今回法改正に盛り込んでいるというもの

でございます。 

  以上、電波法及び放送法の一部を改正する法律案の電波法関連部分の３点をご紹介さ

せていただきました。 

  加えまして、今、電波部の中で検討を進めております新たな携帯電話用周波数の割当

方式の検討会について紹介させていただきます。これも電波の公平かつ能率的な利用を

確保して公共の福祉を増進する、電波の有効利用を一層推進するという目的で立ち上げ

た検討会でございます。 

  ６ページの中ほどに「主な検討内容」とございます。まずは諸外国の携帯電話の割当

方式で、諸外国はオークション方式が主流なので、当然オークション方式も含んでおり

ます。検討に当たっては、そのメリットを整理します。また、オークション方式にはデ

メリットと言われている部分もございますが、諸外国ではそれに対するいろいろな工夫

がなされてきております。そのように、デメリットへの対応策をしっかり整備するとと

もに、それを踏まえて、我が国の新しい携帯電話の周波数の割当方式を検討していこう

というものでございます。 

  諸外国の状況を取りまとめた「１次取りまとめ」と書いておりますが、これは実は今

日、報道発表されております。諸外国のオークションの方式などを調べて状況をまとめ

たものですが、お時間の関係もあるので、後ほどホームページでご覧いただけるとあり

がたいです。 

  その結果を踏まえて、４月以降、夏までにかけて、新たな我が国の携帯電話用の周波

数の割当方式を検討していただく予定になっております。こういった内容について進展

がございましたら、またこういった場をお借りするなどして紹介させていただきたいと

思います。 

  私からは以上です。 

○森川主査 それでは、総合通信基盤局総務課の林課長、お願いできますか。 

○林課長 総合通信基盤局総務課長の林と申します。 

  デジタル田園都市国家インフラ整備計画の概要でございます。この計画につきまして

は、一昨日、３月２９日に策定したものでございます。 

  こちらは、岸田内閣が掲げますデジタル田園都市国家構想の実現に向けまして、昨年
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末に新たなインフラ整備計画の策定について、総理からご指示をいただき、このたび取

りまとめたものでございます。 

  まず、左上、計画策定に当たっての基本的な考え方でございます。３つございます。 

  １つめとして、光ファイバ、５Ｇ、データセンター／海底ケーブル等のインフラ整備

につきまして、地方のニーズに即して、スピード感を持って推進していくということで

ございます。 

  ２つめとして、地方のニーズをくみ取るため、新たに地域協議会を開催いたします。

そして地域ごとに自治体、通信事業者、使う側の社会実装関係者等の間におきまして、

デジタル実装とインフラ整備のマッチングを推進します。ニーズに基づきまして、優先

的にインフラ整備をやっていくということでございます。 

  ３つめとして、このインフラ整備計画は主に２０２０年代までのものでございますが、

その先、２０３０年代のインフラになるＢｅｙｏｎｄ５Ｇにつきまして、こちらも研究

開発を加速していくというものでございます。そして、この研究の成果につきましては、

先ほど新田課長からもご紹介がありましたとおり、２０２０年代の後半から順次、社会

実装していくということでございます。 

  つづいて、個別の話でございます。 

  まず、（１）光ファイバ整備についてでございます。整備方針としましては、昨年末

に設定をしました当面の目標から約３年、前倒しをするということで、２０２７年度末

までに世帯カバー率９９％を目指しまして、また、さらなる前倒しを追求していくもの

でございます。 

  ９９．９％までいきますと、未整備世帯が約５万世帯となります。この未整備世帯、

５万世帯につきましても、光ファイバを必要とする全地域の整備を目指していくという

ものでございます。 

  そのための施策を紹介します。まず１つ目としまして、先ほど木村課長からもご紹介

がありました電気通信事業法の改正でございます。①ユニバーサルサービス交付金を新

たにつくりまして、不採算地域における維持管理の部分を支援していくということでご

ざいます。次に、②離島等の条件不利地域におきましても、さらに地方のニーズに即し

た様々な対応策を検討してまいりたいと考えております。 

  続きまして、（２）５Ｇの話でございます。５Ｇの整備につきましては、フェーズを

２つに分けて整備をしたいと考えております。第１フェーズは基盤展開でございます。
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第２フェーズでは、この基盤を使いまして、地方展開を促進していきます。 

  まず、基盤展開でございますが、全ての居住地で、５Ｇの基礎になる４Ｇを利用可能

な状態を実現するということで、従来から申し上げておりますとおり、２０２３年度末

までに、４Ｇのエリア外の人口をゼロとすることでございます。 

  次に、５Ｇにつきまして、ニーズのあるほぼ全てのエリアで親局の全国展開を実現す

るということでございます。こちらもご案内のとおり、全国約４，５００の１０ｋｍ四

方のメッシュの９８％について、２０２３年度末までに親局を展開していきます。親局

を展開して、必要なニーズがあるところには子局を展開することによって、このニーズ

に即応することが可能になるという構図でございます。 

  そして、５Ｇの人口カバー率でございます。昨年末に設定しました２０２３年度末、

人口カバー率９０％、これをさらに５％上積みをいたしまして、２０２３年度末に全国

で人口カバー率９５％、また、全市区町村に５Ｇの基地局を整備してまいります。２０

２５年度末には全国９７％、各都道府県単位で見ましても、９０％程度以上を目指して

まいります。２０３０年度末には、全国・各都道府県で９９％を目標として掲げており

ます。 

  こちらが、そのための具体的施策でございます。まず、新たな５Ｇ用周波数を割り当

てるということでございまして、現在、携帯電話用周波数が約３ＧＨｚ程度ございます

が、これを９ＧＨｚに増やしていきます。また、電波法の改正によりまして、開設計画

に記載した場所以外の場所でも、基地局を開設する努力義務を新たに規律するというこ

とや、補助金、税制措置による支援も引き続き行ってまいりますとともに、インフラシ

ェアリングにつきましても引き続き推進してまいります。 

  続きまして、（３）データセンター／海底ケーブルの整備でございます。データセン

ターにつきましては、十数カ所の地方拠点を５年程度で整備するということであり、ま

た、海底ケーブルにつきましては、日本海側を補助し、整備することによって、日本周

回ケーブルを３年程度で完成するということでございます。あわせまして、陸揚局につ

きましても、地方分散を推進していきます。 

  そのための具体的施策としまして、総務省、経産省の補助金で、地方分散を促進しま

す。この補助金を使いまして、大規模データセンターを最大５カ所から７カ所程度、ま

た日本周回ケーブル、陸揚局を数カ所程度整備することが可能と考えております。これ

によりまして、民間の呼び水効果も期待していきたいと考えております。 
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  最後になりますが、（４）Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇの話でございます。先ほど新田課長から

ご紹介がありましたとおり、情報通信審議会におきまして、研究開発戦略等について、

今年の夏に取りまとめをしていただくことを予定しております。その頭出しとしまして、

ここでは「研究開発・社会実装」としまして、まず通信インフラの超高速化と省電力化、

そして陸海空を含め、国土１００％カバーを実現するということを述べております。例

えば、光電融合技術や衛星通信・ＨＡＰＳといったものの研究開発を加速いたしまして、

大阪・関西万博を起点とし、２０２５年以降、順次、社会実装と国際標準化を推進して

まいります。 

  また、必須特許の１０％以上を確保いたしまして、世界市場の３０％程度の確保を目

指していきたいということでございます。 

  私のほうからのご紹介は以上となります。 

○森川主査 それでは、国際戦略課の大森課長、お願いできますか。 

○大森課長 国際戦略課長の大森です。国際戦略の取組状況ということで簡単にご説明さ

せていただきます。 

  １ページは「国際的なデジタルインフラの需要やデータ流通の現状」です。コロナ以

前からもデータ通信量が毎年非常に伸びてきて、当然ＩＣＴのインフラ等に関する需要

が高まっていますが、それに対して、供給がなかなか追いつかない状況です。コロナに

なってから、どの国もご覧のとおりトラフィックが非常に伸びまして、ＩＣＴのインフ

ラの需給のギャップというのも恐らくどんどん広がっていくでしょうし、ＩＣＴインフ

ラ等に関する期待、その整備、また活用に関しての期待が高まっているというのが現在

の状況でございます。 

  今、国際戦略局で何をやっているかについては、３ページに大きく３つ書いておりま

す。 

  １つが、「ＳＤＧｓ実現への貢献」です。これは政府全体の国際戦略の中でも視野に

入れております。それから、「グローバル競争力強化のための海外展開」ということで、

１つくくりをつくっております。 

  さらに、「デジタル経済に関する国際連携」です。国際ルールづくりへの取組という

のが後ほど出てきますが、インターネットガバナンスの話やＤＦＦＴ、あるいは人間中

心のＡＩ等の推進が関係します。 

  それから、最近の話題としまして、「経済安全保障政策への対応」です。今まさに経
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済安全保障の推進法案が国会で審議されているところでございますが、安全で信頼性の

あるＩＣＴインフラ構築に向けた取組を行っていく必要があります。 

  下にいろいろなトピックが書いてあります。先ほどデジタル田園都市国家構想があり

ましたが、例えば「地方を含む経済活性化」といったところにも国際で何か連携できる

ものがないか模索しているところでございます。例えば日本のローカル５Ｇでやってい

るようなプロジェクトを海外に持っていけるかというような話だと思います。 

  今の３つを１つずつご説明させていただきますと、まず、国際展開でございますが、

政府全体の「インフラシステム海外展開戦略２０２５」というのは、一昨年の１２月に

つくられております。 

  こちらは、従来は経済成長の実現という単独の目的だったのですが、柱を３つ立てま

した。カーボンニュートラルやデジタル変革への対応を通じた経済成長の実現、ＳＤＧ

ｓ達成への貢献、あるいは自由で開かれたインド太平洋の実現ということです。 

  これらの政策課題を踏まえて、８つ柱をつくっているところでございます。 

  その８つは５ページに書いてあるとおりでございます。例えば３つ目にあるのは、今

までいろいろなものをつくって売り切っていたものをその後のサービスにつなげてい

くことや、一回売ったインフラを直していくといったようなことで、売り切りから継続

的な関与へシフトしていくというようなことです。 

  また、ＫＰＩが設定されておりまして、海外の受注額だと、２０２０年に３０兆円と

いう目標がありました。２０２０年時点で達成できず、２５兆円というふうに推測され

ていますが、それを今回新たに、２０２５年までに３４兆円のインフラシステムを受注

していくという目標でございます。 

  分野は「ユーティリティ」、「モビリティ・交通」、「デジタル」、「建設・都市開

発」、「農業・医療・郵便等」と５つ書いております。真ん中の「デジタル」のところ

に「総務省」と書いてあります。それぞれ担当省庁、中心となる省だけでやるというわ

けではなくて、その省が中心になって日本全体の受注の部分を高めてくださいというこ

とで、総務省は「デジタル」の分野を中心にやることになっているところでございます。 

  また、「行動ＫＰＩ」ではトップセールスを何件というような形で書いております。 

  一昨年１２月にこれをつくって、その半年後には追補という形で「ポストコロナを見

据えた新戦略の着実な推進に向けた取組方針」ということで、ここに書いてあるような

施策をまた新たにつくっております。例えば「公的金融スキームの拡充」ということで
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ＪＢＩＣ、あるいはＮＥＸＩのプロジェクトについて書いているところでございます。 

  あと、「ＫＰＩの達成に向けた取組」として、それぞれ５分野でアクションプランを

つくるというようなことが書いてございます。 

  総務省は、政府全体の展開戦略２０２５に先駆けて、「海外展開行動計画２０２０」

をつくっております。ＳＤＧｓへの協力・貢献と、グローバル競争力強化のための取組

を継続実施するということで、２０２０年４月につくりました。 

  新たな取組として「海外展開行動計画２０２０」のポイントを６ページに掲げており

ます。外交政策と整合的にやっていくことや、官民一体となってやっていくこと、政策

資源を総動員すること、２０個の重点プロジェクトを当面中心でやっていき、それを加

速化していくということを掲げております。 

  総務省にかかわるＩＣＴの部分としては、７ページの上にあるデジタルインフラです。

光海底ケーブルやブロードバンド整備、携帯電話の事業参入、衛星・成層圏のプラット

フォーム、ＨＡＰＳ等がございます。 

  また、デジタルの活用という部分では、遠隔医療や農業分野でのＩＣＴの活用、ある

いはサイバーセキュリティ、それから最近新規の案件は減少傾向にありますが、日本方

式の地デジの展開があります。 

  総務省全体で見ると、それ以外に郵便、消防、地方自治、統計、行政相談でそれぞれ

やっているようなものを海外に展開していきます。 

  ８ページは、海外展開への支援の枠組みでございます。海外展開パッケージ支援事業

といって、これは予算を使った取組です。案件を発掘し、提案して、形成していく一連

のところで、もちろんやれる範囲は限られていますが、それぞれ予算をとってやってい

きます。 

  あわせて、官民ファンドのＪＩＣＴ（海外通信・放送・郵便事業支援機構）といった

ものを活用します。 

  また、先ほど申し上げた総務省の海外展開行動計画の中にあった官民の協議会という

ことでできた、デジタル海外展開プラットフォームというものがございます。これは総

務省だけではなくて、デジタル全体を海外展開していくということで、ほかのいろいろ

な省庁の取組や支援制度なども紹介するもので、今年の１月末時点で関係企業等１２４

社・団体に参加していただいております。そこでいろいろな情報の収集や、今申し上げ

た政府の支援制度やツールを説明する取組をやっていきます。 
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  第２章は「デジタル経済に関する国際連携」についてです。 

  １０ページの内容は、１つは、「国際ルール形成への取組」です。２０１６年のＧ７

の香川・高松情報通信大臣会合と書いてある下に、「情報の自由な流通、ＡＩ、包摂的

成長等について議論を開始」とあります。また、「『人間中心』の考えを踏まえたＡＩ

原則」というのがあります。さらに、「ＳＤＧｓ達成に向けたデジタル技術活用」とい

うものもあります。Ｇ７から始まっていますが、２０１９年にはＧ２０貿易・デジタル

経済大臣会合及び大阪での首脳会談がございまして、ＤＦＦＴということで、当時の安

倍総理が話をしております。 

  今年、ＡＩの関係ですが、日本が議長国であるＧＰＡＩ（Global Partnership on AI）

のような取組がございます。また、来年になりますと、Ｇ７の日本会合がありますし、

インターネット・ガバナンス・フォーラム（ＩＧＦ）も日本で開催されます。こういっ

たものを通じて、国際ルール形成に積極的に関与していきます。 

  また、「二国間の政策対話の推進等」ということで右側に書いております。日米首脳

会談でグローバル・デジタル接続性パートナーシップ（ＧＤＣＰ）というのをつくりま

して、日米で一緒に展開をしていくというような話でございます。あるいはいろいろな

国と定期的に、二国間の政策対話をやっていくということでございます。 

  次に、「人的貢献」です。これは国際機関に人を出すということで、今、政府全体で

取り組んでおります。国連に関係する機関で、一人も日本の代表はいませんでしたが、

昨年、総務省出身で日本郵政に行かれた目時氏が、万国郵便連合の事務局長に当選いた

しました。 

  また、国連の１５の機関ということではございませんが、ＩＣＴの関係では、例えば

アジア・太平洋電気通信共同体（ＡＰＴ）の事務総長に、総務省出身の近藤氏が当選い

たしました。 

  現段階は、今年の９月末にＩＴＵのトップがかわるということで、その選挙があるの

ですが、その下に局長職の選挙もございます。その次期電気通信標準化局長選挙に、日

本電信電話株式会社の尾上氏を擁立しておりまして、今はコロナ禍ですが、激しい選挙

活動をやっている最中でございます。 

  第３章は「グローバルなＩＣＴ安全性・信頼性の確保」についてです。 

  昨今もその必要性は非常に高まっています。ポイントとしては、「経済安全保障の観

点からの同志国等との連携を強化しつつ、５Ｇや国際的データ流通の増大に対応する我
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が国の海底ケーブル等の海外展開を官民で推進する」ということです。先ほども申しま

した世界のインフラ需要の増加に加えて、こういった経済安全保障ということで重要性

が高まっているということで、５Ｇあるいは海底ケーブルといったものを積極的に後押

ししていくということでございます。 

  ５Ｇの関係では、１２ページの下に「具体的施策例」がございますが、特にＯ－ＲＡ

Ｎ（Ｏｐｅｎ ＲＡＮ）の関係です。これは特に日本のベンダー等が海外に展開していく

上では、概念上も非常に重要なものでありまして、こういったものを特にアメリカなど

と一緒にやっていくときに広めていくということで活動しているところでございます。 

  具体的にも、例えばボーダフォンなどのイギリスのプロジェクトにかかわったり、ス

ペインのテレフォニカと組んでいたり、アメリカの新興企業のディッシュに採用された

りと様々なベンダーと関係を持ちいろいろなことをやっております。 

  それから、ｖＲＡＮです。これはＯ－ＲＡＮと必ずしも一緒の概念ではありません。

こちらは仮想化の技術を使ったものですが、特にＯ－ＲＡＮと矛盾するものではないと

いうことで、特に楽天さんとプラットフォームをつくって検討を進めております。 

  １４ページでは経済安全保障推進法案の概要についてお示ししており、この対象とし

ては半導体などがございます。 

  「３．基幹インフラ役務の安定的な提供の確保に関する制度」は総務省がかなり大き

くかかわっています。重要分野ではあるのですが、総務省の場合、電気通信、放送、郵

便がこの法案の対象になっているということです。 

  「４．先端的な重要技術の開発支援に関する制度」は国によって重要な技術に関して

官民パートナーシップ、協議会という形をつくって、そちらのほうで技術開発を促進す

るものです。国による支援ということで、資金なども活用して取り組んでいくというこ

とです。総務省で言うと、例えば宇宙や量子といったものが入ってくるであろうと想定

されております。 

  最後は、「５．特許出願の非公開に関する制度」です。これもまた日本になかった制

度でございますが、こういったものが今回の法案に入っております。 

  簡単ではありますが、以上でございます。 

○森川主査 それでは、続きまして、放送政策課の飯倉課長、お願いできますか。 

○飯倉課長 飯倉のほうから、放送分野の取組状況についてご説明したいと思います。 

  放送も大きな環境変化を迎えていて、デジタル時代の放送の在り方ということで、昨
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年１１月から有識者会議を立ち上げております。森川主査、そして本日いらっしゃって

いる三友主査代理、大谷専門委員にもご参加いただきまして議論を進めております。こ

ちらの内容を中心に、今日はご説明したいと思います。 

  資料７－６の右上２ページは、放送をめぐる環境変化がどんなものかを示したもので

す。上が若者を中心としたテレビ離れということで、左側は１日１５分以上テレビを見

る人の割合が最近どんどん下がっていて、特に２０代男性に至っては半分を切っている

状況です。 

  下はネット利用の進展ということで、左側はネットを利用する人が青の棒線ですが、

これが初めてテレビ利用を上回ったという状況です。右もよく出るグラフですが、広告

市場をテレビとインターネットで比べた場合に、２０１９年にテレビがインターネット

を下回り、その差がどんどん拡大しています。 

  ３ページ、検討会の概要ですが、こうした状況を踏まえて放送の将来像や放送制度の

在り方を中長期的な視点から検討を行うというものであります。 

  主な検討事項を４つ挙げています。 

  （１）放送の意義・役割ということで、放送以外の情報空間が広がっている中におい

て、やはり取材に基づいた信頼性の高い放送というものの役割を再度整理したいと思っ

ております。 

  （２）放送ネットワークインフラの将来像です。これまで各地域の放送事業者がそれ

ぞれにインフラ整備をしてきましたが、新しい技術も使いながらいかに効率的に整備す

ることができるのかといった将来像を示していきたいと思っております。 

  （３）ネット配信です。これも取組が進んでおりますが、課題もあります。その後押

しとして何ができるのかを整理したいと思っております。 

  （４）として、（１）から（３）までを含めて制度のほうにはねることもありますの

で、こういった将来像を踏まえて何を見直すべきかを整理したいと思っております。 

  ４ページはスケジュールです。１１月にヒアリングから議論をスタートしておりまし

て、本日、論点整理を公表したところです。引き続き、ほかの論点を含めて議論を進め

て、６月末にパブコメを開始し、７月には取りまとめをしたいと思っております。 

  ５ページが、本日公表した論点整理の全体像を示す資料です。本日はこの中で、下の

ほうに赤で囲っているマスメディア集中排除原則や放送対象地域、真ん中に書いてある

インフラのところを中心にご説明したいと思っております。 
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  まずマスメディア集中排除原則です。 

  ７ページ、マスメディア集中排除原則の現状、制度のことを簡単にご説明します。 

  一番上の○ですが、放送の多元性・多様性・地域性を確保するためのもので、複数の

放送局の兼営や支配を原則として禁止するというものであります。 

  支配関係の基準は、例えば議決権の保有割合で言うと、同じ放送の地域であれば１０

分の１以上の株式を持つこと、異なる放送対象地域であれば３分の１を超える議決権を

保有することが支配になります。 

  特例として、特定隣接地域の特例や認定放送持株会社制度の特例があります。 

  次は、課題です。 

  １つ目の○、インターネットを含めて情報空間が放送以外にも広がる現在において、

その政策目的と政策手段との関係が必ずしも適合的とは言えなくなっている部分があ

るのではないでしょうか、ということで、一番下の○に書いてありますが、具体的な放

送事業者からも規制の緩和の要望をいただいております。 

  ８ページは具体的な論点整理、本日公表した資料そのものです。 

  例えば（１）のマスメディア集中排除原則の見直しということで、基本的な方向性と

しては、マス排について、「インターネットを含め情報空間が放送以外にも広がる中で、

経営の選択肢を増やす観点から見直しを図るべきである」としてあります。 

  そして、異なる放送対象地域につきまして、「次の①及び②を措置すべきである」と

書いております。 

  まず①は、認定放送持株会社傘下の地域制限についてです。こちらは現在、１２都道

府県までとされていますが、これについて大きな悪影響は見られていないという判断を

いただいて、制度の趣旨や運用状況、事業者ニーズを踏まえて地域制限を維持する必要

性はないのではないかと論点を整理しております。 

  ②として、認定放送持株会社制度によらない場合についても、一定の制限の範囲内に

おいて隣接・非隣接にかかわらず兼営・支配を可能とするような特例を設けることが適

当であるとしてあります。 

  少し飛ばして、放送対象地域の話に移りたいと思います。 

  １６ページ、放送対象地域につきまして、まず現状からです。 

  放送対象地域は、「同一の放送番組の放送を同時に受信することが相当と認められる

一定の区域」のことで、基幹放送普及計画は総務省の告示において定めるものでありま
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す。具体的には、広域放送である関東、中京、近畿のほかには、基本的には県単位の県

域放送ということで定められております。 

  課題です。 

  １つ目の○で、「情報空間が放送以外にも広がる現在においては、県域を基本とする

現在の放送対象地域は、必ずしも放送の地域性の確保につながらない部分があるのでは

ないか」とした上で、こちらも事業者さんから具体的な緩和要望をいただいております

ので、これに基づいて本件を整理したということであります。 

  具体的な緩和要望については一番下に書いておりますが、固定費用の抑制の観点から、

複数の放送対象地域における放送の同一化をご要望いただいております。 

  １７ページは論点整理です。 

  放送対象地域の見直しということで、「経営の選択肢を増やす観点から、同一の放送

番組の放送対象となる地域について柔軟化を図るべきである」としてあります。 

  「具体的には、放送対象地域自体は現行から変更せず、希望する放送事業者において、

複数の放送対象地域における放送番組の同一化が可能となる制度を設けるべきである」

としております。その際に、隣接の概念を参考に、地域の数については一定の制限を設

けるべきだとしております。 

  次のチェックですが、地域情報の発信を確保するための仕組みが必要ではないかとい

うことで、そういう同一化を行う放送事業者について、例えば地域情報の発信を確保す

るための努力を促すことや、取組を見える化するために、計画や取組状況を放送事業者

みずからが公表するような仕組みを検討すべきではないかとしてあります。 

  次は、放送ネットワークインフラの将来像です。 

  ２０ページの上のほうに書いておりますが、基本的な考えとしては、放送事業者の放

送ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減して、コンテンツ制作に注力できる環

境を整備していくべきだとした上で、一定の品質・信頼性を確保することを前提に、経

済合理性の観点も勘案して効率化を図るべきだとしております。 

  その中で、具体的な設備の共用化ということで、設備共用をさらに進めることと、共

同利用型モデルのような可能性も選択肢として検討していくべきではないかとしてお

ります。 

  ブロードバンド代替ということで、小規模中継局や共聴施設といったものについては、

ブロードバンドのインフラが普及されているのであれば、代替することができるのでは
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ないかというコンセプトです。これについてはブロードバンドインフラと放送のインフ

ラ、両方の提供エリアの突き合わせやコスト比較といったことを具体的に作業していっ

て、代替可能性について検討していくべきであるとしております。 

  その際に、視聴者の利便性を十分考慮して理解を得ることが重要であることや、画質、

遅延等について求められる水準についてしっかり検討すべきであるということも付記

しております。こういった課題を実務的に検討するための作業チームについても、今年

２月からスタートしております。 

  一番下のマスター設備についても、「次期更新に向けて、デジタル技術の導入による

効率化を図ることを経営の選択肢として検討していくべきである」と記述しております。 

  ２２ページは、ブロードバンド代替の対象となるような主な設備の範囲を書いたもの

です。いわゆるミニサテライト局（以下「ミニサテ」という。）と言われる小規模な中

継局に加えて、小規模中継局の一部、そして共聴施設といったあたりの設備をブロード

バンドで代替できないか検討することにしています。 

  検討スケジュールが２４ページに書いてあります。ＢＢ代替作業チームについては、

６月ごろに親会に報告というスケジュールで検討を進めておりますが、これに基づいて

すぐに実施するわけではありません。下に書いてありますが、ミニサテの更新時期は２

０２６年から２０２８年ごろを想定しております。実際にどの局をミニサテとして更新

するのか、もしくはミニサテをやめてブロードバンド代替にするのかという計画を立て

るのが２０２４～２０２５年ぐらいからで、その前に少し技術的な検証を幾つかの地域

でやっていきたいというスケジュールを考えております。 

  検討会の話は以上で、電波法と放送法の一部を改正する法律案の放送関係についてご

説明いたします。 

  ２８ページは外資規制の見直しということで、上の１が外資規制の実効性を担保する

ということです。こちらは、総務省が昨年の事案もあり、しっかりとチェックしている

のかとのご指摘を受けたことに対する答えだと思っております。 

  ①から③まで書いてあります。 

  ①は、認定もしくは免許のときに外資比率などの書類をいただいていましたが、それ

を法律上の記載事項として追加するということです。 

  ②は、認定した後に継続的にチェックするということで、変更があった場合に総務大

臣への届け出を義務化する仕組みを入れるということです。 
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  ③は、加えて定期的な報告として、年に１回かと思いますが、外資規制の遵守のため

に講じた措置などを報告いただく仕組みを入れるということです。 

  ２の是正措置の整備です。これに違反していたときは一発アウトでしたが、海外の事

例を見てもそういったことはなかなか珍しいです。違反があったとき、原則としては認

定や免許を取り消しますが、必要と認めれば期間を定めて違反の是正を求めるという仕

組みを導入するものであります。 

  ３は、一部外資規制の廃止や緩和を入れ込んでおります。 

  ２９ページはＮＨＫの受信料に関する部分が大きなところです。こちらも①から③ま

であります。 

  まず①「受信料値下げのための還元目的積立金制度」です。ＮＨＫの決算でプラスの

事業収支差金ができたときに積立金を積み立てて、それを受信料の値下げの原資に充て

なければいけないということを入れております。 

  ②は中間持株会社ということで、管理部門の効率化のための中間持株会社の出資を追

加するというものです。 

  ③は、ＮＨＫの受信料の割増金制度を導入する。 

  こういったことを受信料制度として入れていきたいと思っております。 

  ２は、民放の責務に対してＮＨＫが協力する努力義務を入れる。 

  ３は、基幹放送の業務の休廃止に対して事前の公表をする制度となっております。 

  次に、放送コンテンツの流通促進です。 

  ３１ページは、海外展開を支援する観点から、地域の魅力を伝える放送コンテンツを

制作・海外発信する取組を予算事業として支援するという旨です。これは随分前からや

っているものですが、こちらも継続的に支援を続けていきたいと思っております。 

  ３２ページは、個人情報保護に関するガイドラインの改正です。 

  もともと放送分野のガイドラインがありましたが、一昨年の個人情報保護法の改正を

受けて放送のガイドラインも改正しました。４月１日から施行されます。 

  放送分野の視聴データの活用とプライバシー保護の在り方に関する検討会において、

公正競争の観点や安心安全の観点を考慮して、その在り方を検討しているということで、

ご紹介させていただきました。 

  放送分野については以上であります。 

○森川主査 それでは、サイバーセキュリティ統括官室から、梅村参事官、お願いできま



 -26- 

すか。 

○梅村参事官 梅村でございます。サイバーセキュリティ関係の取組状況について、資料

７－７で紹介させていただきます。 

  １ページ、「政府全体のサイバーセキュリティ推進体制」です。 

  サイバーセキュリティ戦略本部が政府全体の司令塔となりまして、サイバーセキュリ

ティ戦略の策定・改定も含めて政府横断的にセキュリティ対策を推進しております。総

務大臣も、この戦略本部の構成員でございます。 

  ２ページ、総務省の役割をまとめました。 

  サイバー空間はあらゆる主体が利用する公共空間で、その根幹が情報通信ネットワー

クでございます。サイバー攻撃などにより情報通信ネットワークの機能停止や情報漏え

いなどが生ずれば、国民の生活あるいは経済社会に甚大な影響が発生するということで、

下にいろいろな分野の業界がありますが、そういった業界のセキュリティ対策もさるこ

とながら、それらが共通に使うネットワークの安全性、信頼性を高めていくことが総務

省の役割だと認識しております。 

  ３ページの総務省の取組としては、情報通信分野におけるサイバーセキュリティの確

保に向けて、毎年、取組方針を整理して公表しております。直近では、「総合対策２０

２１」を昨年７月に出しております。 

  ４ページのサイバーセキュリティタスクフォース、下にあるように情報セキュリティ

大学院大学の後藤学長に座長をしていただきながら取りまとめをして進めております。 

  ５ページは、「総務省のサイバーセキュリティに関する取組の大枠」を掲げておりま

す。 

  中ほどにいろいろ個別施策が書いてあります。電気通信事業者による積極的なセキュ

リティ対策、５Ｇのセキュリティ、コロナ禍でかつＤＸ化が進んで、テレワーク、トラ

ストサービスの重要性も増しております。また、ＩｏＴのセキュリティ、クラウドのセ

キュリティ、こういった個別の課題に対する取組と、下に書いてある研究開発、人材育

成、国際連携、こういった横断的な取組とあわせて進めていくことで、安全で信頼でき

る情報通信インフラ、サービスを実現していくということで、取り組んでおります。 

  以下、緑の部分の主な取組として紹介させていただきたいと思います。 

  まず７ページです。大規模化・巧妙化・複雑化するサイバー攻撃・脅威に、電気通信

事業者が技術的手法を活用して効率的・積極的に対処できるようにするために、以下の
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ようなことをやってまいります。 

  ①フロー情報の分析によるＣ＆Ｃサーバ検知技術の実証。通信の内容ではなく、ＩＰ

アドレスやタイムスタンプ等の付随情報であるフロー情報を分析して、攻撃に指示を出

すＣ＆Ｃサーバを検知する実証です。 

  ②フィッシングサイトや悪性Ｗｅｂサイトを検知する技術。 

  ③ＩＳＰに必要なネットワークセキュリティ技術の導入のための実証。ＤＭＡＲＣや

ＲＰＫＩ、ＤＮＳＳＥＣといったものの導入推進の実証も進めているところでございま

す。 

  １１ページです。「セキュリティ人材の育成」としては、実践的な対処能力を持つセ

キュリティ人材を育成するため、平成２９年４月よりＮＩＣＴのナショナルサイバート

レーニングセンターにおいて演習等を実施しております。 

  １つ目のＣＹＤＥＲについては、国・地方公共団体・独法・重要インフラ事業者など

を対象とした実践的サイバー防ご御演習で、年間１００回、計３，０００人規模を目標

に進めているものです。 

  ３つ目のＳｅｃＨａｃｋは、２５歳以下の若手のセキュリティイノベーターを育成す

るということで、年間５０名程度の受講者を選定して、１年かけてトレーニングしてい

くという取組も進めております。 

  １６ページに「ＣＹＮＥＸ」と書いております。こちらは、サイバーセキュリティ情

報を国内で収集・蓄積・分析・提供するとともに、社会全体でサイバーセキュリティ人

材を育成するための共通基盤を構築して、産学官の結節点として開放していこうという

取組でございます。 

  具体的には、ＮＩＣＴの研究開発の成果、また人材育成のノウハウといった知見を活

用して進めていくということで、令和４年度末の本格稼働に向けて取り組んでいるもの

でございます。 

  １８ページ、「サイバーセキュリティ対策の強化についての注意喚起①」です。 

  昨今の情勢を踏まえまして、サイバー攻撃事案のリスクが高まっていると考えられる

ことから、総務省では関係省庁と連携して、電気通信事業者、放送事業者、地方公共団

体などに対して、サイバーセキュリティ対策の強化について注意喚起を実施してきてお

ります。２月２３日、３月１日に行っております。 

  １９ページにあるとおり、直近では３月２４日に経産、総務、警察、ＮＩＳＣ、４省
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庁で行っております。最後のものについては、３月１日の注意喚起の後もランサムウェ

ア攻撃の事案またはエモテットの増加も見られることと、バイデン大統領が３月２１日

に国内の重要インフラ事業者に対して警戒を呼びかける声明を発表したということも

踏まえて、赤線を引いたような政府機関、重要インフラ事業者をはじめとする企業・団

体等において、脅威の認識を深めて対策の徹底をしていくことをお願いしたところでご

ざいます。 

  最後の２０ページ、「今後の主な課題等」でございます。 

  政府全体のサイバーセキュリティ戦略を踏まえながら、総務省のサイバーセキュリテ

ィタスクフォースにおいて、サイバー攻撃の複雑化・巧妙化、脆弱性の拡大など、最近

の動向に対応した課題の整理、講ずべき対策を検討しております。 

  最近挙げられている主なものとしては、１つ目の■では、情報通信ネットワークのさ

らなる安全性・信頼性の確保ということで、例えば脆弱なＩｏＴ機器対策のさらなる強

化、またサプライチェーンリスク対応の重要性の高まりを踏まえた取組の検討。 

  ２つ目の■では、サイバーセキュリティ情報の収集・分析と人材育成ということで、

先ほど申しましたＣＹＮＥＸの早期本格稼働に向けた環境整備の在り方。 

  ３つ目の■では、普及啓発の実施ということで、最近のフィッシングの急増を踏まえ

た取組、また子ども・高齢者・中小企業といった、セキュリティリテラシー向上が必要

な層向けの普及啓発の検討。 

  こういったものにどう貢献できるかなどが課題として上がっております。 

  私どもとしては、サイバーセキュリティタスクフォースで取組方針を策定して、この

夏を目途に２０２１の改定も行い、これを踏まえて予算要求も含め必要な施策を実施し

ていこうと考えております。 

  簡単ですが、以上でございます。 

○森川主査 続きまして、事務局からお願いいたします。 

○西潟企画官 事務局でございます。 

  まず、先ほど森川先生からご紹介いただいたとおり、第５回の会合は２月２５日に開

催され、この回は、ＡＣＣＪ(在日米国商工会議所)の杉原様とミラー様からプレゼンい

ただきまして、いろいろとディスカッションさせていただきました。そのブリーフとな

ります。 

  まず、デジタル化の推進ということで、主な指摘として、地方や規制産業あるいは行
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政のＤＸが喫緊の課題ではないかというものや、ＯＥＣＤのＰＩＳＡのテストでも、日

本の数学や化学のレベルは低くなく、順位だと５位か６位のはずですが、リスクアバー

スな性向やソフトウエアよりもハードウエアを重視する考え方が、実際にはＤＸの制約

になっているのではないかというご指摘がありました。 

  あるいは、ベンダーロックインを防ぐという観点で議論をいただきましたが、発注を

モジュール化するなど、いろいろ考えられる一方で、発注するユーザー側のリテラシー

やナレッジの蓄積にも現状は課題があるのではないかということでございました。 

  情報通信行政の在り方ですが、企業のベストプラクティスをみんなで伸ばしていこう

とするコーチ型はどうかというお話をいただいた一方で、その際、特定の企業に偏る可

能性もあるので、中立性や公平性の懸念についてもしっかりと考えながら進めていく必

要があるのではないかというご意見もございました。 

  最近の経済の変化ということで、今、どこの国をもっても１つの国で全部提供できる

状況ではなく、分業と協業に成長機会を見出すべきであって、そのときには投資を回収

するためにしっかり収益を稼いだ上で、スケールを配慮していくことが必要なのではな

いかというご指摘もいただきました。 

  ２ページです。日米のパートナーシップについても幾つかディスカッションをいただ

きました。最後のところですが、特に役所あるいは企業によって人事異動のタイミング

が各国でも違う部分がある中で、有識者あるいは企業のマルチステークホルダーの形で

パートナーシップの継続性を強化するためのフレームワークは、今後もしっかり強化し

ていく必要があるのではないかというご指摘をいただきました。 

  ３ページで、前回、第６回会合での議論の概要をご紹介させていただきます。 

  まず、ネットワークの高度化への対応では、国産インフラの議論を今からやるのは現

実的ではないということで、人手が足りない分野、ＸＲやロボット、ミリ波を活用した

ユースケースのうち特にリアルタイム性が求められる部分が１つの勝ち筋ではないか

というご指摘をいただきました。その際、１兆円規模の企業は日本の中に大分ございま

すので、こうした部分もチャンスになるかもしれません。 

  それから、こうした部分については利用者の数が少ないので、オープンソースのよう

なものを活用しながらフレームワークを固めていくこと、さらにはフレームを固めるた

めにはテストベッドを設けて検証していくことが必要なのではないかというご指摘で

ございました。 
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  生産拠点や物流拠点でのロボットなどもございます。 

  ＩＯＷＮあるいは光電融合といった新しい技術は、電力消費量の観点からも有力な選

択肢であり、国際的にも勝ち筋なのではないかというご指摘もいただきました。 

  Ｗｅｂ３．０のアーキテクチャの話もご議論いただきました。これは分散型なもので

すが、特に中央集権的な管理者がいない中で、逆に言うと日本が今、世界的に持ってい

る信頼性のようなものが強みになるのではないかというご指摘をいただきました。 

  それから、地域で先進的な取組を進めている事業者はいろいろいらっしゃるというお

話やご指摘もいただきました。このような中で、さらに横展開をすることが重要であり、

また、発展していく中では、地方の金融機関の役割も大事なのではないかというご指摘

もいただきました。 

  ４ページ、ネットワークの高度化のところでは、上場企業に対してシステムの投資や

人材育成に関するデータの開示を求めていくというのは１つの考え方であることや、耐

用年数や償却期間に関する財務会計のルールとの整合性も確認してみたらどうかとい

うご指摘をいただきました。 

  ５ページ、クラウドに移ります。 

  昨今の情勢に照らして、まず日本をアジアのデータセンターの拠点とする機運が高ま

っているというご指摘がありました。その際、ガバメントアクセスという観点からは、

日本がどういう状況なのか実績も含めてお示しすることで、海外の方に対してデータの

安全性という意味でアピールすることもできるのではないか、さらに、誘致を進めてい

くに当たって、全体の消費電力の部分がとても大きな話になってくるので、しっかり考

えていく必要があるのではないかというご意見もいただきました。 

  データセンターの分散という意味では、災害のリスクあるいは地政学的なものを考え

ても非常に重要な課題なので、しっかり取り組んでいくべきではないかということでご

ざいます。 

  通信ネットワークのコア機能を提供するＳａａＳベンダーは、この審議会の中でもい

ろいろな事例をご紹介いただいておりますが、こうした部分についてはシステム全体あ

るいはネットワーク全体の運用という観点からも、規制の在り方について引き続き検討

が必要ではないかというご指摘をいただいております。 

  ６ページ、人材の育成になります。 

  まず、ユーザー企業のＩＴ人材を増やしていくことが考えられます。１つの例として
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は、外注先としっかり話ができるぐらいの能力をつけていく必要があるのではないかと

いうご指摘がございました。 

  外国人の日本語力がネックとなってしまっている部分もあるのではないか、具体的に

は検定などで、むしろ日本企業が外国人に求める要求水準が高過ぎる部分があるのでは

ないかということだと思います。そういった部分についても、組織の中の公用語を英語

にするというのも１つのアイデアなのではないかということです。 

  研究開発の話になります。特に米国ですが、進捗状況の管理や財政的な支援を専門的

にしているような企業や人々の事例のご紹介がございました。こうした支援、あるいは

人材を伸ばしていく必要もあるのではないかということでした。 

  ７ページです。前回は３つの論点を主に議論していただきましたが、それ以外の部分

としてご指摘いただいた部分のお話です。 

  まず、本日も新田課長をはじめ幾つか関係するプレゼンテーションをいただきました

が、グローバルな視点でのインフラデザインが必要ではないかというご意見がございま

した。 

  放送の生活インフラとしての位置づけについても指摘をいただきました。先ほど飯倉

課長から、現在の取組をいろいろとご紹介いただいております。 

  経済安全保障については、特定の国のサービスに依存しないことが重要であるという

ことです。オルタナティブをしっかり考えていかなければいけないというご指摘をいた

だいております。 

  続いては、今回の総合政策委員会における諮問事項である、「２０３０年頃を見据え

た情報通信政策の在り方」についてです。この「在り方」という言葉からは、少し受け

身の姿勢の印象があるのではないかということで、答申においてはしっかり政策的な目

標設定や、勝ち筋が考えられるような中でのプライオリティをお示しするなど、前向き

なものをしっかり出していくべきではないかというご指摘をいただきました。 

  具体的には宇宙の話をご指摘いただきましたが、最近注目されているイノベーション

においては、官民の役割分担で変わってきている部分がある中で、官民協力あるいは官

民連携についての新たなフレームワークもしっかり考えていく必要があり、目標設定の

中にこういうものが含まれれば望ましいというご指摘をいただいております。 

  政策的な取組の進め方ということで、アメリカなどの事例を見ても、試行錯誤の中で

いろいろ新しい取組を進められている部分もございます。そういった意味で、従来型の
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進め方に加えて新しいものにもチャレンジしていく姿勢が必要ではないか、その中で、

試行錯誤や、１ラウンド回った後の要因分析といったものの繰り返しを継続的にできる

ような環境整備も考えていく必要があるのではないかということでした。 

  ８ページ、報告書の構成の案です。来月に入ってからまたご審議いただきますが、報

告書の取りまとめに向けまして、本日、今、事務局で考えている構成を、簡単なもので

はありますが、ご紹介させていただきます。 

  大きくは３つの構成があると思っております。１は、現状と動向。２は、現在の関連

政策の状況。９ページの３は、本題に近くなってきますが、２０３０年に向けた目標と

取組です。 

  まず、あるべき姿ということで、経済安全保障が１つのテーマで、経済面から、我が

国の独立と生存及び繁栄を確保していくことを主導的に進めていかなければならない

のではないかと考えております。 

  それから、２０３０年代の社会像、特にＳｏｃｉｅｔｙ５．０との関係で申し上げる

と、新田課長からも御説明いただきましたが、Ｉｎｃｌｕｓｉｖｅ、Ｓｕｓｔａｉｎａ

ｂｌｅ、Ｄｅｐｅｎｄａｂｌｅということで、これが我々情報通信分野としての１つの

繁栄の形になるではないか。そうすると、上と下の２つはリンクしていくのではないか

と思います。 

  それから、ＩＣＴの推進ということで、何をしていくのかということになります。先

ほど申し上げた経済安全保障について、下に注で定義を書いておりますが、戦略的自律

性と戦略的不可欠性と、２つに仕分けをしております。 

  １つ目の自律性のほうは、具体的な例の一部として、インフラやサプライチェーン、

上位レイヤーの話、有志国との関係という、分業と協業のようなところです。いろいろ

と考えられているところであります。 

  ２つ目の不可欠性は、どちらかというと技術的な要素も多いのかと思いますが、こう

した部分についても触れていく中で、具体的目標を設定して取組を進めていくことが必

要です。 

  今、構成としてはこんな形で考えております。ご審議を賜れれば幸いです。 

○森川主査 以上、皆様方、ありがとうございました。 

  それでは、もう残り２５分になってしまいましたが、皆様方からただいまいただいた

ご説明に対するご質問も含め、あるいは最後の報告書の取りまとめの骨子などにつきま
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して、ご意見等ございましたらご自由にいただきたく思っております。チャット欄にご

記入いただきたいと思いますが、いかがですか。 

○岩浪専門委員 様々な部署の方の取組を聞かせていただいてありがたく思いました。私

はソフトウエア開発者なので、どうしてもその観点からになってしまいますが、やはり

上位レイヤーというのは各部署ではないのだなと感じます。上位レイヤーは別にソフト

ウエアばかりでなく、最後は西潟企画官にいろいろと拾って入れていただいているよう

な感じもあります。 

  インターネットにせよ、この後、Ｗｅｂ３のような話が出てきて、分散系のほうが随

分大きくなるのではないかという見通しもありますし、アイデンティティーの問題もあ

ります。我々の世界では、いわゆるＧＡＦＡＭのようなビッグテックが力を入れている

物事がよく話題になりますが、どうしても、今だとユーザードリブンでありアプリケー

ションドリブンで進展していくことがあるので、その辺りのレイヤーの違いを感じたと

ころです。 

  ただ、逆の言い方をすると、総合政策委員会は、今、各部署ではこぼれてしまう部分

を拾って、総合ビジョンをやっていただくというお話なのかなと思いました。 

  これが全体的なところです。 

  個別のところを手短にお話しします。資料７－４の１０ページを拝見すると、（２）

で「５Ｇ整備」を入れていただいています。これを見て気になったのは、２０２３～２

０２４年あたりから後半が結構白紙になっていることです。これに関しては今朝方、森

川主査がご苦労されてローカル５Ｇの取りまとめをされていました。 

  前回も申し上げましたが、ＳＡにせよミリ波にせよ、本来５Ｇが謳ってきた本格的な

性能や高機能の点はこれからでもありますし、ミリ波の扱いというのはなかなか難しい

ものだというのも痛感しているところです。ここのＲＦの扱いや、ローカル５Ｇは日本

が先行しているということをもう一回改めて皆さんにお伝えしたいと思います。 

  ミリ波とローカル５Ｇは、本来的には相性がよく、この後の整備も含めて、ローカル

５Ｇに関しては光ファイバ網においてアドバンテージがある日本にとって、リードでき

る分野なのではないかと思っています。そういったこともあり、後半は白紙というのが

気になりました。 

  次に、飯倉課長にまとめてもらった放送について手短に言います。ウクライナの戦争

ばかりでなく、コロナでも、毎日「今日の感染者は何人」と、地域の情報発信を各地域
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でやっている。先日、東京が停電になりそうになったときに関しても、放送で多くの人

に呼びかけたために何とか免れたのではないかと個人的には思っています。 

  放送のミッションは、ネットフリックスのようなサービスと違って、社会の今を多く

の人々に伝えるということだと思います。現状、この伝達がこれほどまでに整備されて

いるところは日本しかないと思っています。 

  しかし、光ファイバや５Ｇなど今後いろいろとやっていくのに、現在のところその恩

恵を一番受けていないのが放送分野だと思っています。ブロードバンド代替のお話など

もありましたので、その辺りに取り組んでいただきたいと思います。 

  最後にセキュリティのところを梅村参事官にまとめていただきました。何しろ、今、

ウクライナ・ロシアの戦争が話題になっています。ロシアのサイバー軍は強いと聞いて

いましたが、ＩＴアーミーウクライナも結構強いし、皆さんご存じのとおりアノニマス

がウクライナ側で参戦したり、ロシアといえばランサムウェアのメッカで、Ｃｏｎｔｉ

やＲＥｖｉｌがありますが、一部がロシア側で参戦表明をしたり、少し様相が違ってき

てしまっていると思います。このレベル感のセキュリティが必要です。 

  聞くところによれば、日本はアクティブディフェンスができないという話もあります。

もし日本がサイバーで宣戦布告されたらどうなるのかという話が気になりました。 

○江﨑委員 時間がないので簡潔に申し上げます。４点あります。 

  まず、デジタル田園都市国家構想の話がありますが、デジタル臨時行政調査会にもう

少しフォーカスするべきでしょう。なぜかというと、法律、規制のルール変更があるか

らです。今日の日本経済新聞にも出ている、デジタル庁主導で出てきたデジタル臨時行

政調査会において、今、対面あるいは書面でやっている慣習などを全部見直すというの

が、法律上はどうなっているのでしょうか。例えば、「書面」と書いてあるものを全部

変えるなどの話が、横串の共通施策としてしっかりと入ったほうがいいのではないかと

いうのが１点目です。 

  ２点目は、今日のプレゼンテーションで総務省として抜けていると思ったのは、自治

体へのアクションです。つまり、自治体の調達資料や技術資料というのは総務省が主に

やっています。住民基本台帳にしてもそうだと考えると、ここのお話が丸々抜けている

のは少しまずいのではないかという気がします。調達をどうするかという極めて大きな

お話が入ってくるかと思います。 

  ３つ目は、国際戦略については、当然グローバルレベルでの安全保障の話、ＤＦＦＴ



 -35- 

という話が出てきていますが、自治体とものすごく関係するＩＤをどうグローバルに管

理するかのようなお話は、実はあまりされていません。それから、移民等の方に関して

の相互認証のような話は、デジタル経済にものすごく関係することですが、そのあたり

はどうも空白地帯になっているのではないでしょうか。つまり、グローバルなデジタル

経済をやるときの、特に自治体もくるめたところでのＩＤの関係と、それに対する相互

認証みたいなお話を、グローバルスケールでしっかりと考えなければいけない。 

  最後に、放送に関しては、どう見ても完全パッケージ（以下「完パケ」という。）の

放送の話しか考えられていないというのが一番気になりました。ウクライナの情勢にし

てもそうですが、放送局というのは実は、放送されない、つまり完パケになる前の多く

の情報をストアしています。この情報をどうやってみんなが使えるコモンズのためのフ

ェアユースにするかというのは、多分まだほとんど考えられていないでしょう。この資

源にはものすごく価値があるし、むしろプロパガンダに対してのアンチインフォメーシ

ョンというか、しっかりした証左を出すための、非常に信用されるデジタルアーカイブ

としての価値があるというところが抜けています。 

  例えば、僕は天文台などの人たちとつき合っていますが、彼らは、半年間は研究者が

排他的にデータを使えます。それ以降は完全にフェアユースでそのデータを公開します。

誰もが新しい惑星を探すためのデータを使うことができる環境にしています。それと比

較すると、特に公共の電波であるＮＨＫが持っている放送されない、つまり完パケにな

っていないデジタル情報あるいは情報をどのように再利用させるかという視点のが少

し抜けているのではないかと思いました。 

○森専門委員 お時間があるようですので、２点ばかり申し上げたいと思います。 

  １つは、先ほど放送の文脈でマスメディア集中排除原則の見直しのお話がありました。

これは私としては全く異存も何もないところですが、実は同じような問題がインターネ

ットでも徐々に現実的なものになっていくのではないかと思っています。それは同じ主

体やプラットフォームの寡占化が進むということです。 

  皆さんが目にするインターネット上の情報を発信しているプレーヤーが集中していま

す。インターネットはもちろん許認可制度ではないから、もともとはロングテールで

様々な情報がありましたが、だんだんそうではなくなってきていると思います。それは

もちろんグローバルプラットフォーマーや大手のコンテンツによる寡占が進んでいる

ということですが、彼らがコンテンツを磨いて、魅力的なものにして、おもしろいサー
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ビスをつくってきているから当然ともいえます。しかし、今、アテンションエコノミー

ということが言われており、視聴時間が増えると、その人たちが経済的にも非常に強く

なるという正のスパイラルが強く働いているわけです。 

  そこにインフラがどのように関与してくるかというと、ネットワークの中立性の問題

があります。インフラはインフラ、上位レイヤーは上位レイヤーというふうにはあまり

なっていません。上位レイヤーにおける競争環境にインフラ側も影響を及ぼすことがあ

ります。それについては現在もいろいろなところでご議論いただいていますが、引き続

き注意をいただくほうがいいと思います。それが１点目です。 

  ２点目は、私がプレゼンさせていただいたときにも申し上げましたが、電気通信事業

の枠組みや建付けが、いろいろなところから揺さぶられる状況になってきたと思います。 

  １つは、電気通信事業者のように、事業者の範囲がわかりにくいという指摘がありま

した。電気通信サービスの信頼を確保して、電気通信サービスの利用者を守って、公正

な競争環境を維持するという観点から、今のような事業者を分類してそれぞれ規制して

いくというやり方が、ある意味では限界に来ているのではないかと思われます。昔は大

きなインフラを持っている事業者を規制すればよかったのですが、サービス提供側も、

だんだんとインフラがなければ提供できないということではなくなってきています。 

  サービス提供者をどうにかしようとしても、サービス提供者に様々な形があり得ます。

日本の事業者もあれば、外国の事業者もあります。インフラを持っているところもあれ

ば、持っていないところもあります。それをどうにかするというよりは、サービスの受

け手の国民が通信サービスをしっかり安全に享受できるようにという観点から電気通

信事業法を組み立てていく。電気通信事業は、最終的には事業法ではなく、電気通信サ

ービス利用者保護法になるべきものということです。 

  現在も、制度的な見直しを各所で今進めていただいていますが、そこを流れるものと

して、そういった観点をお持ちいただきたいと思います。 

○大谷専門委員 ２０３０年はまだ人口減少の基調が続いていて、その中でもインクルー

シブなことや活力あることを実現しようと思うと、ＩＣＴがすべきことに対してかなり

過大な期待が寄せられると思います。ＩＣＴそのものの役割もさることながら、総務省

の所管ではないかもしれませんが、他省庁に働きかけるなどして人の再生のような、Ｉ

ＣＴを使いこなす人の役割についても取り組んでいく必要があるのではないかと考え

ております。 
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  人がＩＣＴに頼って生活していくという社会の在り方というよりは、ＩＣＴをうまく

使いこなしながら社会を成り立たせていくということを考えると、やはり人のほうもバ

ージョンアップしていかなければいけない部分があるのではないかと思って拝見しま

した。 

  今後の論点整理の中で、これまでに幾つか論点になってきた人材育成の部分がどこに

入るのか。インクルーシブみたいなところに入ってしまうと、少し小さくなってしまう

ので、もう少し大きな取組にできないかと考えております。 

  近ごろ、ＯＥＣＤの先進各国の中でも日本はリカレント教育がとても低いレベルにあ

るということが、世間でも非常にショッキングな話題として言われ続けています。それ

を企業任せにするのかというと、そうではないのだと思います。文部科学省任せにする

かというと、やはりそうではなくて、何か総務省ならではのできることがあるのではな

いかと思っております。そういうビジョンをこの中に当てはめていくことができればよ

いと思っております。 

  経済安保の切り口からは、どうしても戦略的不可欠性という言い方をしてしまうこと

になります。もちろん経済安保の視点は必要ですが、ＧＤＰが世界で３位の日本が世界

のために何ができるのかという、国際貢献のような視点で書いていかなければいけない

部分があると思います。戦略的に日本を生き残らせていくために何をするかという切り

口で書いていくと、どうしても窮屈な報告書になってしまうのではないかと思います。 

  非常に雑駁な感想で恐縮ですが、まとめていく上ではそういうことにも留意する必要

があるのではないかと思いました。 

○手塚専門委員 総務省の皆様からのお話、全体像が見えて非常によかったと思います。

最後の事務局からの資料で、８ページ、９ページの報告書の構成（案）については、私

はまとめ方として賛成いたします。 

  特に９ページの「３．２０３０年に向けた目標と取組」というところの経済安全保障

の話は、今、大谷専門委員からもありましたが、裏を返せば世界への貢献と考え方はセ

ットだと思います。「経済安全保障」という言葉が広がっていますが、そういう意味で

は、さらに深めて言うと「ＩＣＴ安全保障」というか、総務省としてそういう視点から

今やっている様々な政策を一度一通り見直してみるということがあってもよいと思い

ました。それをやるのが２０３０年度に向けた１つの大きな視点になるかなと思ってい

ます。 
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  ９ページの報告書の構成について、この先総務省として、これをさらに幅広に議論す

る中で、ＩＣＴにおける安全保障的な、それはまさに裏を返せば世界貢献もするという

ところとセットだと考えますので、今後、ぜひそういうやり方をご検討していってもら

えればよいという気がしております。 

○桑津委員 まず、大変広い範囲を効率よくインプットいただきましてありがとうござい

ます。私は手短に申しますが、最後の報告書の構成（案）は非常によい形になっており

ますし、特に戦略的な自律性、不可欠性というのは非常に重要なテーマを書くというこ

とで、期待するところ大だと思っています。 

  その上で申しますが、今回、２０３０年というそれなりに骨太の長期間のテーマ設定

なので、あまり細かいところをつつくのは、適した指摘にはならないと思っています。

その反面、２０３０年の課題とは言いながら、例えば国際化や不可欠性、自律性の評価

が厳しくなっているのは、過去１０年、２０年、日本がすばらしいインフラをつくった

にもかかわらず、デジタルの競争力は若干見劣りしたり、取組が遅れてきたりした結果

なのだろうと思っています。 

  その面で、すばらしい目標と必要なチョークポイントなどを明らかにするのはよいの

ですが、実際にそれをどこからやっていくのかというのが、最後に来る目標設定と取組

だと思います。 

  総務省は、当然、日本全国をあまねく公平に見ていく組織だと重々理解していますが、

取組の観点においては全体最適が必ずしも短兵急にできるものではないというのはも

うわかりきっていることでございます。例えば地域を切った取組や、場合によってはミ

クロなものも取り上げながら、段階的に上げていくようなアプローチもご検討いただけ

ればよいと思いました。 

  取りとめのないところで申しわけありません。非常に大きなビジョンと過去の問題を

見たときに、その取組は、あることをやればすぐに解決できるものではないのだろうと

いうところからご指摘させていただいた次第です。 

○森川主査 ほかにもおありかもしれませんが、すみません、時間が来てしまいましたの

で、何かございましたら、別途、事務局のほうにいただければと思います。 

  今日はそれぞれの担当課の皆様方からご紹介いただきましてありがとうございました。

私自身も全体を拝見して、いろいろと大きな動きの中で対応していかないといけないの

だなと改めて思いました。 
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（２）その他 

 

○森川主査 それでは、事務局から、次回の日程等についてご説明をお願いいたします。 

○植田主査 本日はご議論いただき、ありがとうございました。 

  森川主査からもございましたとおり、本日、ご説明のあった内容につきまして、追加

のご質問等ございましたら、恐れ入りますが来週４月８日（金）までに事務局宛てにご

連絡いただければと思います。 

  次回の総合政策委員会の日程などにつきましては、また別途、事務局からお知らせし

たいと存じます。 

 

閉会 

 

○森川主査 先生方、ありがとうございました。 

  以上をもちまして、総合政策委員会の第７回を終了とさせていただきます。 

 

（以上） 


